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〇道路法（昭和二十七法律第百八十号）（抄）               （傍線部分は改正部分） 

改正後 現行 
（道路の立体的区域の決定等） 
第四十七条の七 道路管理者は、道路の存する地域の状
況を勘案し、適正かつ合理的な土地利用の促進を図るた
め必要があると認めるときは、第十八条第一項の規定に

より決定し又は変更する道路の区域を空間又は地下につ
いて上下の範囲を定めたもの（以下「立体的区域」とい
う。）とすることができる。 

（道路の立体的区域の決定等） 
第四十七条の七 道路管理者は、道路の新築又は改築を
行う場合において、当該道路の存する地域の状況を勘案
し、適正かつ合理的な土地利用の促進を図るため必要が

あると認めるときは、第十八条第一項の規定により決定
し又は変更する道路の区域を空間又は地下について上下
の範囲を定めたもの（以下「立体的区域」という。）と

することができる。 
〇都市計画法（昭和四十三年法律第百号）（抄）              （傍線部分は改正部分） 

改正後 現行 
（道路の上空又は路面下において建築物等の建築又は建
設を行うための地区整備計画） 
第十二条の十一 地区整備計画においては、第十二条の

五第七項に定めるもののほか、市街地の環境を確保しつ
つ、適正かつ合理的な土地利用の促進と都市機能の増進
とを図るため、道路（都市計画において定められた計画

道路を含む。）の上空又は路面下において建築物等の建
築又は建設を行うことが適切であると認められるとき
は、当該道路の区域のうち、建築物等の敷地として併せ

て利用すべき区域を定めることができる。この場合にお
いては、当該区域内における建築物等の建築又は建設の
限界であつて空間又は地下について上下の範囲を定める

ものをも定めなければならない。 

（道路の上空又は路面下において建築物等の建築又は建
設を行うための地区整備計画） 
第十二条の十一  地区整備計画においては、第十二条

の五第七項に定めるもののほか、適正かつ合理的な土地
利用の促進を図るため、道路（都市計画において定めら
れた計画道路を含み、自動車のみの交通の用に供するも

の及び自動車の沿道への出入りができない高架その他の
構造のものに限る。）の上空又は路面下において建築物
等の建築又は建設を行うことが適切であると認められる

ときは、当該道路の区域のうち、建築物等の敷地として
併せて利用すべき区域を定めることができる。この場合
においては、当該区域内における建築物等の建築又は建

設の限界であつて空間又は地下について上下の範囲を定
めるものをも定めなければならない。 

〇建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）（抄）            （傍線部分は改正部分） 

改正後 現行 
（敷地等と道路との関係） 
第四十三条 建築物の敷地は、道路（次に掲げるものを
除く。第四十四条第一項を除き、以下に同じ。）に二メ

ートル以上接しなければならない。ただし、その敷地の
周囲に広い空地を有する建築物その他の国土交通省令で
定める基準に適合する建築物で、特定行政庁が交通上、

安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審査
会の同意を得て許可したものについては、この限りでは
ない。 
一 （略） 
二 地区計画の区域（地区整備計画が定められている区
域のうち都市計画法第十二条の十一の規定により建築物

その他の工作物の敷地として併せて利用すべき区域とし
て定められている区域に限る。）内の道路 
 
2（略） 
 
（道路内の建築制限） 
第四十四条 建築物又は敷地を造成するための擁壁は、
道路内に、又は道路に突き出して建築し、又は築造して
はならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する建

築物については、この限りではない。 
一・二（略） 
三 第四十三条第一項第二号の道路の上空又は路面下に

設ける建築物のうち、当該道路に係る地区計画の内容に
適合し、かつ、政令で定める基準に適合するものであつ
て特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと

認めるもの 
 
四（略） 

（敷地等と道路との関係） 
第四十三条 建築物の敷地は、道路（次に掲げるものを
除く。第四十四条第一項を除き、以下同じ。）に二メー

トル以上接しなければならない。ただし、その敷地の周
囲に広い空地を有する建築物その他の国土交通省令で定
める基準に適合する建築物で、特定行政庁が交通上、安

全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審査会
の同意を得て許可したものについては、この限りでな
い。 
一（略） 
二 高架の道路その他の道路であつて自動車の沿道への
出入りができない構造のものとして政令で定める基準に

該当するもの（第四十四条第一項第三号において「特定
高架道路等」という。）で、地区計画の区域（地区整備
計画が定められている区域のうち都市計画法第十二条の

十一の規定により建築物その他の工作物の敷地として併
せて利用すべき区域として定められている区域に限る。
同号において同じ。）内のもの 
2（略） 
 
（道路内の建築制限） 
第四十四条 建築物又は敷地を造成するための擁壁は、
道路内に、又は道路に突き出して建築し、又は築造して
はならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する建

築物については、この限りでない。 
一・二（略） 
三 地区計画の区域内の自動車のみの交通の用に供する

道路又は特定高架道路等の上空又は路面下に設ける建築
物のうち、当該地区計画の内容に適合し、かつ、政令で
定める基準に適合するものであつて特定行政庁が安全

上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの 
四（略） 
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 外環上部空間への立体道路制度の適用 

対象地は、約 9,300 ㎡（延長約 260ｍ、幅約 36ｍ）であり、上載荷重の制限が異なること

を踏まえると、利活用に際しては、建物利用を行う敷地と建物利用を行わない敷地に分けて

考える必要がある。 

建物利用を行う敷地は、立体道路制度の適用により、外環の道路区域（所有権）を立体的

区域（区分地上権）に変更する他、地区計画等により重複利用区域（道路区域のうち、建築

物等の敷地として併せて利用すべき区域）を設定する必要がある。 

また、平成 28 年の道路法改正により、一定の条件のもとで、既存道路上部空間に建物事

業者等による区分地上権の設定が可能となったため、外環の道路区域を平面区域のまま建

物事業者が区分地上権を取得し、建物利用することも考えられる。 

建物利用を行わない敷地は、建物利用を行う敷地と同様に立体道路制度の適用を行うとい

う選択肢以外にも、現況と同様に道路占用を継続する可能性もある。 

 

表 3-1-5 将来の外環上部区間の法的な位置づけ等 

 
 
道路法 

（道路の立体的区域の決定等） 

第四十七条の七 道路管理者は、道路の存する地域の状況を勘案し、適正かつ合理的な土地利用の促進を図る

ため必要があると認めるときは、第十八条第一項の規定により決定し又は変更する道路の区域を空間又は地下

について上下の範囲を定めたもの（以下「立体的区域」という。）とすることができる。 

２ 道路管理者は、道路管理者以外の者が道路の区域を立体的区域とした道路を構成する敷地（国有財産法

（昭和二十三年法律第七十三号）第三条第二項又は地方自治法第二百三十八条第四項に規定する行政財産であ

るものに限る。）の上の空間又は地下（当該道路の区域内の空間又は地下を除く。）に交通確保施設（歩行者の

一般交通の用に供する通路その他の安全かつ円滑な道路の交通の確保に資するものとして国土交通省令で定め

る施設をいう。以下この項において同じ。）を所有し、又は所有しようとする場合において、その者が、当該

交通確保施設の整備又は維持管理を適切に行うのに必要な技術的能力を有することその他の国土交通省令で定

める要件に適合すると認めるときは、国有財産法第十八条第一項又は地方自治法第二百三十八条の四第一項の

将来 丸山台地区（１２t/㎡） 将来 丸山台地区（２t/㎡）
所有者 高速道路機構 高速道路機構

権原 区分地上権
ケースA:区分地上権
ケースB:所有権

道路区域 立体的区域、（道路保全立体区域）
ケースA:立体的区域、（道路保全立体区域）
ケースB:平面区域

都市計画 重複利用区域、地区計画等
ケースA:重複利用区域、地区計画等
ケースB:―

所有者 建物事業者 事業者

権原
ケースⅠ:区分地上権
ケースⅡ:所有権

ケースA:所有権
ケースB:道路占用

所有者 建物事業者 ―
権限 所有権 ―

用途地域
建物用途・床面積によっては、用途地域変更が必
要

第一種住居地域

建ぺい率・容積率
建物形状によっては、建ぺい率、容積率の変更が
必要

建ぺい率60％、容積率200％

東京外かく環状道路

上部空間

土地

建物

都市計画
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規定にかかわらず、その者のために当該敷地に当該交通確保施設の所有を目的とする民法（明治二十九年法律

第八十九号）第二百六十九条の二第一項の地上権を設定することができる。 

 

道路法施行規則 

（交通確保施設） 

第四条の十の三 法第四十七条の七第二項の国土交通省令で定める施設は、次に掲げるものとする。 

一 一般交通の用に供する通路及びこれと同等の機能を有する建築物その他の施設 

二 自動車駐車場及び自転車駐車場（法第四十七条の七第二項の国土交通省令で定める要件） 

第四条の十の四 法第四十七条の七第二項の国土交通省令で定める要件は、交通確保施設の整備又は維持管理

を適切に行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有することとする。 
 
■ 道路法第 47 条の７第２項の解釈 

高速道路での区分地上権設定の可能性について、道路法第 47 条の７第２項を以下の

とおり整理した。 

本事項については、今後、丸山台地区の具体的な計画をもとに関係機関との調整が必

要である。 

 

・本規定は、平成 26 年に立体道路制度が既存道路に適用拡大されたことを踏まえ、「既

存道路が国有財産法または地方自治法に基づく行政財産である場合が多いことから、

その場合に国有財産法、地方自治法の処分の特例規定を設けた」というのが趣旨と考

えられる。 

・本市のケースで、外環は高速道路機構が保有しているものであって国有財産ではない

ことから、処分にあたっては国有財産法の制約を受けない。したがって、国有財産法

の特例である道路法第 47条の７第２項の適用は、受けないと解する。 

・「交通確保施設」についても、本市のケースでは外環の上空利用を行うものであり、従

前から歩行者の一般交通が存在しないため、「交通確保施設」を設ける意味は存在しな

いものと考えられる。この点からも、道路法第 47条の７第２項の規定を適用する必要

はないと解する。 

・また、「交通確保施設の整備又は維持管理を適切に行うのに必要な経理的基礎及び技術 

的能力」については、「立体道路制度に係る国有財産法等の特例について（国道利 14 

号、平成 30 年 3 月 14 日）」に以下のとおり示されている（一部抜粋）。 

 

〈経理的基礎〉 

① 交通確保施設の整備又は維持管理に関する資金調達方策（設備資金、運転資金の調

達方法、借入金の返済方法等）が確立されていること。 
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② ①の実現に必要となる経営が健全になされていること又はなされることが明らかで

あること。 

〈技術的能力〉 

① 事業の計画及び組織体制が確立していること。 

② 交通確保施設の整備又は維持管理を適切に行うための適正な計画を有しており、そ

の計画が道路管理を妨げないと認められるものであること。 

③ 責任体制を明確にして、交通確保施設の整備又は維持管理を的確に実施できる体制

が整っていること。 

④ 関係法令・条例を遵守する方針が示され、そのための体制が整っていること。 

⑤ ①の実現に必要となる資格、許認可を有するか、確実に取得することが見込まれる

こと。 

⑥ ①の交通確保施設と同種性が認められる事業（以下「同種事業」という。）の実績が

あること。 

 

－ 必要書類 － 

〈経理的基礎〉 

① 資金調達方策を記した計画書 

② 経営の健全性を確認できる書類（事業計画書、貸借対照表、損益計算書等） 

〈技術的能力〉 

③ 事業計画書 

(ｲ) 整備又は維持管理をする対象（構造物）の諸元（構造物の寸法及び設計条件その他

の当該構造物が必要な強度等を有するものであることを示す内容を含む。） 

(ﾛ) 交通確保施設の整備、維持管理に係る実施計画等（整備について規定する場合にあ

っては概略工程、維持管理について規定する場合にあっては管理運営方針、保守点検

要領、緊急時の連絡体制等の具体的な実施内容） 

(ﾊ) 事業を実施するための組織体制 

④ 事業に必要な資格、許認可を有するか、確実に取得することが見込まれることを証

明する書類 

⑤ 同種事業の実績を証明する書類 
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  小括 

道路占用制度により、道路の上下空間に建築物を設置する場合、私権の制限、占用許可の

更新、道路管理上やむを得ない場合に監督処分を受ける等、建築物の権利や存続する根拠が

不安定な状況にある。そのため、民間事業者が道路の上下空間に建築物を設置する場合には、

立体道路制度の活用により、道路と建築物が利用する空間を立体的に調整し、両者の共存を

図ることが望ましいと考える。 

丸山台地区においては、上載荷重の制限が 12ｔ/㎡と 2ｔ/㎡と異なっているため、建物利

用を行う敷地と建物利用を行わない敷地に分ける可能性もある。ただし、権利関係の煩雑化

を避ける、建物への自動車交通のアクセス方法（南側の市道 364 号側からのアクセス／5-

1(3)3）参照）、良好な街づくりを形成する等の視点からは同一の敷地として一体的な整備を

することが望ましい。 

事業手法としては、立体道路制度の適用により、外環の道路区域（所有権）を立体的区域

（区分地上権）に変更する他、地区計画等により重複利用区域（道路区域のうち、建築物等

の敷地として併せて利用すべき区域）を設定する必要がある。 

また、平成 28 年の道路法改正により、一定の条件のもとで、既存道路上部空間に建物事

業者等による区分地上権の設定が可能となった（道路法第 47 条の７第２項）。外環上部丸山

台地区では本規定の適用を受けないと解されるが、今後は、以下に留意して、関係機関との

協議が必要である。 

・建物の要件として、「交通確保施設（歩行者の一般交通の用に供する通路その他の安全か

つ円滑な道路の交通の確保に資するものとして国土交通省令で定める施設）」 

・建物事業者の要件として、「交通確保施設の整備又は維持管理を適切に行うのに必要な経理

的基礎及び技術的能力を有すること」 

 
 以下に、前述した西大和団地の事例を参考に、丸山台地区における立体道路制度の事業化

手続き（案）を整理する。 
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図 3-1-4 丸山台地区における立体道路制度の事業化手続き（案） 

 

基本設計（案）の検討開始 

1 年目 

2 年目 

3 年目 

(道路法) 
(都市計画法) 
(都市再開発法) (建築基準法) 

関 係 機 関 と の 事 前 協 議 

道路の権原：区分地上権（案）の決定 

道路の立体的区域(案) 
の決定 

重複利用区域(案)の決定 
建築物等の建築限界(案)の決定 

地区計画素案の決定 

関 係 機 関 と の 事 前 協 議 

都計法 
53 条許

可事前

協議 
 

地区計画(案)の申請 

都計法 16 条縦覧 

都計法 17 条縦覧 

和光市都市計画審議会 

埼玉県都市計画地方審議会 

地区計画(案)都市計画決定告示 

建基法 44 条

認定 
事前協議 

同認定 

建基法 44 条

申請 

建基法 6 条確認申請提出 

同 適合通知受理 

工 事 着 工 

都計法 58 条の 2 の 1 項届出 

同適合通知（H4.8.17） 

都計法 
53 条 
申請 

道路の立体的

区域の申請 

道路の立体的

区域の決定 

同許可 

建物の権原：区分地上権（案）の決定 
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３－２ 建築及び開発行為等に関する条件整理 
 敷地状況 

敷地概要 

本業務の対象区域の中心である外環上部丸山台地区は、現在、和光市が広場として道路占

用を行っている。 

本地区は和光市駅から南に直線距離 300m 程の位置にあり、用途地域は第一種住居地域、

「和光都市計画高度地区」による建築物の高さの最高限度制限は 25m に設定されている。 

また、直下の外環ボックスカルバートの構造に起因し、負担可能な荷重の上限値として、

敷地中央を境に北側エリア(4,480 ㎡)については 12t/㎡まで(以下「12t/㎡区域」という。)、

南側エリア(4,774 ㎡)については 2t/㎡まで(以下「2t/㎡区域」という。)の制約がある。 

 

 

  

項目 内容 

所在地 外環丸山台地区 

用途地域 第一種住居地域 

高度地区 建築物の高さ（地盤面の高さによる）の最高限度 25m 

敷地面積 9,254 ㎡ 

(12t/㎡区域: 4,480 ㎡ 2t/㎡区域: 4,774 ㎡) 

容積率の限度 200% (許容延べ面積 18,508 ㎡) 

建蔽率の限度 70% (角地緩和を含む)(許容建築面積 6,478 ㎡) 

防火指定 指定なし 

日影規制 制限を受ける建築物：高さ 10m 超 

日影時間：4 時間／2.5 時間 

道路幅員 

※道路台帳による 

東側道路: 約 23m (市道 527 号線、県道 88 号線) 

西側道路: 約 23m (市道 526 号線、県道 88 号線) 

北側道路: 約 40m (市道 2002 号線) 

南側道路: 約 24m (市道 364 号線) 
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表 3-2-1 現況の外環上部区間の法的な位置づけ等 

 

 

 

図 3-2-1 外環上部区間の用途地域指定状況 

 

現況
所有者 高速道路機構
権原 所有権
道路区域 平面区域
都市計画 ―
所有者 和光市（外環丸山台広場）
権原 道路占用
所有者 ―
権原 ―
用途地域 第一種住居地域
建ぺい率・容積率 建ぺい率60％、容積率200％

東京外かく環状道路

上部空間

土地

建物

都市計画

※角地緩和を適用する場合は建ぺい率 70% 

12t/㎡区域 

外環上部丸山台地区 2t/㎡区域 

和光市駅 
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表 3-2-2 外環上部空間の建築物の用途制限

 



29 

外環上部丸山台地区周辺の現況整理 

外環上部丸山台地区とその周辺について、既存資料を参考に整理した平面及び断面概要図

(図 3-2-2)を次頁に示す。 

1) 敷地の高低差 

・ 12t/㎡区域と 2t/㎡区域の境界部分は 1m 程度の高低差がある。(写真 3-2-1) 

・ 12t/㎡区域と市道 2002 号線の園地部の境界部分は 2m 程度の高低差がある。(写真 3-

2-2) 

また、園地部側には 0.8m 程度の RC壁がある。(写真 3-2-3) 

・ 県道 88 号線は和光北 IC(北側)に向かって下がる斜路となっており、敷地とは高低差

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 敷地周辺の交通利用状況 

・ 和光 IC 方面及び和光市北 IC 方面の県道 88 号線は、日中において大型トラックを中

心に交通量が非常に多い。 

・ 市道 2002 号線は、和光市駅に通ずる道路であり、一日を通して自動車、歩行者共に

交流量が多い。 

3) その他 

・ 市道 2002 号線園地部は、設計時に自動車交通の荷重を見込んでおらず、自動車の通

行は出来ない状態である。歩行者の通行は可能である。(市道 2002 号線の耐力につい

ては「東京外環自動車道 和光トンネル構造設計 報告書(平成 20年 3月)」による。) 

・ ボックスカルバート上部の土被りは 500～2,000mm 程度である。 

・ 敷地東側、12t/㎡区域の南端部分に既存の汚水桝が存在する。

写真 3-2-3 写真 3-2-1 写真 3-2-2 
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図 3-2-2 現況概要図 
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 法令・条例等の条件整理 

外環上部丸山台地区において建物の計画を検討するにあたっての関連法規・条例を整理す

る。確認が必要な主要な法令・条例等を以下に示す。 

・建築基準法 

・埼玉県建築基準法施行条例 

・都市計画法 

・宅地造成等規制法 

・消防法 

・火災予防条例(朝霞地区一部事務組合火災予防条例) 

・和光市まちづくり条例(開発行為等) 

・埼玉県福祉のまちづくり条例 

・和光市景観条例 

・埼玉県雨水流出抑制施設の設置等に関する条例 

・埼玉県建築物環境配慮制度(CASBEE 埼玉)   等 

ここでは、空間利用計画案を作成する上で制約条件となりうる主要な項目について記載す

る。 

和光市まちづくり条例 

  和光市まちづくり条例の適用対象となる開発行為等は、同条例第 16 条において以下の

ように定められている。 

 
外環上部丸山台地区の敷地面積は 9,254 ㎡であり、上記(1)に該当する。 

従ってまちづくり条例の適用対象として検討を進める。 

 

1) 公園等 (条例 34 条) 

和光市まちづくり条例第 34 条では公園等について以下のように定められている。 

 
外環上部丸山台地区は「丸山台土地区画整理事業」の区域内となっており、区域内におい
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て公園の整備が完了しているので当該条文は適用外となる。 
 
2) 消防水利 (条例 36条) 

和光市まちづくり条例第 36 条では消防水利施設について以下のように定められている。 

 

「消防施設等の設計基準」において、「第一種住居地域にあっては水利の有効範囲は半径

120m の範囲内と定義しており、計画敷地の 90%以上を既存水利の有効範囲が包含していれ

ば、消防水利の設置は免除する」と定められている。現況の消火栓配置を確認すると敷地全

体が包含されているため、当該条文は適用外となる。 

 

3) 雨水流出抑制 (条例 37条) 

和光市まちづくり条例第 37 条では雨水流出抑制について以下のように定められている。 

 
外環上部丸山台地区は「３－２ ① (2) 外環上部丸山台地区周辺の現況整理」で示した通

り、土被りが 500～2,000mm 程度であり、雨水を地中へ浸透させるには充分な土被りが確保

できないため、「一時的に貯留させる施設(以下:雨水貯留施設)を設置する」ことを想定する。 

雨水貯留施設にあっては、同施行規則第 17 条において、容量について以下のように定め

られている。 

  

和光市まち

づくり条例

施行規則第

17 条の算

定式 

V≧S×500(A<1 の場合) 
V … 雨水を一時的に貯留させる施設の容量(単位 立法メートル) 
S … 建築物等の敷地の面積(単位 ヘクタール) 
A … 開発行為等を行う区域の面積(単位 ヘクタール) 

外環上部丸

山台地区で

の算定 

※ S=0.93ha とした場合、 
V≧0.93×500 
V≧465(m³) 
※ (深さ 2m の貯水槽を想定した場合、およそ 25m×11m 程度の貯留槽容量

が必要) 
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4) 駐車場 (条例 39 条) 

和光市まちづくり条例第 39 条では自動二輪車及び自転車の駐車場の設置について以下の

ように定められている。 

 

また、同施行規則第 19 条において、各用途に供する延床面積に応じて設ける設置台数の

条件について以下のように定められている。 

表 3-2-3 和光市まちづくり条例施行規則 第 19 条 

駐車場等の設置台数(1/2) 
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表 3-2-4 和光市まちづくり条例施行規則 第 19 条 

駐車場等の設置台数(2/2) 

 

 

5) 緑化 (条例 42条 及び ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例) 

和光市まちづくり条例第 42 条では緑化について以下のように定められている。 

 

敷地面積が 3,000 ㎡を超える場合は、「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」が適用され

る。外環上部丸山台地区の敷地面積は 9,254 ㎡であるため、「ふるさと埼玉の緑を守り育て

る条例」が適用される。 

同条例において、緑化基準については以下のように定められている。 
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①緑化を要する面積 敷地面積×(1-法定建蔽率)×0.5 

※ 敷地面積=9,254 ㎡、 
建蔽率=0.7 とした場合、 
9,300×(1-0.7)×0.5 
=1,389 ㎡ 

②接道部の緑化 
接道部の長さ×0.5  又は 
接道の長さー出入口の長さ 

 

③高木植栽本数 
成木時の高さが 2.5m 以上となる樹木の本

数≧樹木による緑化面積(地上部)/20 ㎡ 
 

 
 インフラ整備状況 

主要なインフラ設備(上水道・下水道・ガス・電気)の現況について整理する。 

 

上水道 

市道 364 号線に位置する給水管(φ=350mm)から、過去に引き込みの実績(φ=25mm)がある

(図 3-2-3 参照)。市道 526・527 号線にも給水管はあるが、外環上部丸山台地区に引き込む

際県道 88号線を横断する経路となり、施工及び維持管理上の課題があるため、市道 364 号

線に位置する給水管からの引込みが有効である。 

なお、給水管の新設工事時には道路の一時的な交通規制等が必要になる。 

 

下水道(雨水・汚水) 

1)雨水 

敷地内の雨水は、「３－２－１ ① (3) 3」雨水流出抑制」で示した通り、雨水貯留施設に

貯留した後に敷地外へ放流することとなる。 

放流方法について、以下のいずれかの方法が考えられる。 

a)外環の雨水管に接続する（道路管理者(高速道路会社)による許可が必要である。道路管

理者に確認した結果、接続は難しいことを確認した。） 

b)県道88号線の側溝に放流する（県道への放流となるため、県による許可が必要である。） 

c)敷地周辺の(和光市が管理している)雨水管に接続  

外環上部丸山台地区では市道 526・527 号線の歩道地下に位置する雨水管に排水するこ

とが必要。 

上記 a)、b)は和光市以外の道路管理者による許可が必要であるため、c)の方法が現時点

で有力であると考える。 

2)汚水 

放流方法について、以下のいずれかの方法が考えられる。 

a)既存汚水桝が敷地東側(図 3-2-3)にあるため、既存汚水桝を活用して集水した後に敷地

外へ放流する。 

b)別途汚水桝を新設して集水した後に敷地外へ放流する。 
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なお、排水管の新設工事時には道路の一時的な交通規制等が必要になる。 

 

ガス 

市道 364 号線の地下に低圧 100mm のガス管がある(図 3-2-3)。使用量によるが、いずれの

敷地内(12t/㎡区域及び 2t/㎡区域)においても引き込み可能と考える。使用量が大きくなる

場合は中圧のガス管(敷地北側の市道 2002 号線沿い)を引き込む必要がある。 

なお、ガス管の新設工事時には道路の一時的な交通規制等が必要になる。 

 

電気 

既存の電柱位置を図 3-2-3 に示す。施設の電気使用量によるが、低圧受電及び高圧受電の

場合も敷地内に電柱を新設し、敷地周辺にある既存の電柱と接続することによって引き込

むこととなる。
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インフラ現況概念図 

上記(1)～(4)について、下図の通り整理する。  

図 3-2-3 インフラの現況概要図 
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 その他 

 その他、建築及び開発行為等に関する条件整理について以下の内容について整理する。 
「開発行為等を行う区域の面積」における敷地分割について 

和光市まちづくり条例において、雨水貯留施設の容量や、駐車場の台数は「開発行為等を

行う区域の面積」に応じて設定されている。外環上部丸山台地区は 12t/㎡区域(4,480 ㎡)と

2t/㎡区域(4,774 ㎡)があり、建築確認上敷地を分割して開発行為等を行う可能性も考えら

れるが、敷地全体(9,254 ㎡)での一体的利用を想定する場合、原則として敷地全体を「開発

行為等を行う区域の面積」として扱う必要がある。 

はしご車用進入路の確保について 

「消防施設等の設計基準」において、「4 階以上または高さ 15m を超える建築物となる場

合、敷地内にはしご車の進入路が必要であり、はしご車の進入路には 25t 耐圧かつ幅員 5m

以上を確保する」ことが定められているため、荷重の上限がある本地区において消防活動を

行う消防署とは事前協議が必要である。 
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３－３耐震構造評価の担保性 
ボックスカルバート上部への計画建物の建築を実現させる上で、以下 2 点の検証が必要

になる。 

・確認済証の交付を受ける為に(建築確認申請上)必要な検証 

・道路管理者による合意が得られる充分な検証 

  
 
① 建築確認申請上必要な検証 

建築確認申請(協議先:埼玉県川越建築安全センター)上必要な検証について、和光市と埼

玉県川越建築安全センターは平成 29 年に協議を行っている。当時の協議録より、『道路管理

者が「建築構造物が土木構造物(ボックスカルバート)に与える影響が想定範囲内であり、設

計の地耐力が発揮できている」と認めた場合、地盤の地耐力は確保されていると判断する』

という見解を示している。 

従って、ボックスカルバートが負担できる耐荷重(12t/㎡)を超過しない荷重設定とその検

証(建築の構造計算)が必要である。 

② 道路管理者による合意が得られる充分な検証 

ボックスカルバート上部に計画建物の建築を行うことによるボックスカルバートへの影

響について検証が必要である。計画建物の設計から施工に至るまでにどのような検証が必

要か道路管理者に対してヒアリングを行った。 

(1) 計画建物に対する照査・確認について 

計画建物の構造設計を行う段階で、計画建物の建築によってボックスカルバートが負担す

る上載荷重が 12t/㎡の範囲内かどうかの確認を行う必要がある。 

なお、令和元年に実施した耐震性能照査で設定した建物位置・規模であれば問題ないと判

断しているが、建物位置・規模が今後の検討で変更される場合は、改めて確認が必要となる。 

(2) ボックスカルバートに対する照査・確認について 

計画建物の建築を行うことによるボックスカルバートへの影響について、既存ボックス

カルバートの耐震性能照査は、代表断面における詳細検討(非線形有限要素解析)が必要であ

る。その他外環本線に影響が想定される事項がある場合は、別途道路管理者による事前照会

が必要である。 
 

図 3-2-4 技術的な課題に対するフロー 
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③ その他 

・ 前述した２点による検討・照査以外に、計画建物施工時に関する検証が必要と考える。 

施工時には、2t/㎡区域内に工事車両用の車路の確保が想定され、その際、重機等大型

車両による荷重がボックスカルバートの耐荷重を超過しないかの検証が必要になる

と考える。ボックスカルバートの側壁上部に敷鉄板を配置し車路を限定する等の配慮

が必要である。 

・ 外環上部丸山台地区は、「図 3-2-2 現況概要図」で示す通り、側道の県道 88 号線は

和光北 IC(北側)に向かって下がる斜路になっており、北側のボックスカルバートの一

部は地上に露出している形態となっていることが想定される。土木構造の耐震照査で

はボックスカルバートが地上に露出している場合、ボックスカルバートと計画建物を

一体でみた状態の動的解析が必要になると考えられる。 

 

④ まとめ 

ボックスカルバートの上部には 12t/㎡区域の範囲で建物(建築物)を計画することが妥当

であるが、特殊な条件であり、検証すべき技術的課題が複数あることから、ボックスカルバ

ートの耐荷重の上限に対して安全率等を設定し余裕のある計画を検討することが望ましい

と考える。 
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３－４ 交通・土地利用の現状と課題 
 和光市の現況と将来像 

和光市の現況と将来像については、①上位計画・関連計画、②各種統計データを整理し把

握することとした。 
 

上位計画・関連計画 

上位計画・関連計画については以下の計画から交通や土地利用面での将来像を整理した。 
1） 第四次和光市総合新興計画基本構想（2011～2020） 

2） 和光市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 26年 2月） 

3） 和光市都市計画マスタープラン 改訂版（平成 26年 3月） 

4） 「和光市駅北口土地区画整理事業」及び「和光市駅北口地区第一種市街地再開発

事業（仮）」 

以下に詳細を示す。 
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1) 第四次和光市総合新興計画基本構想（2011～2020） 

令和２年度（平成 32年度）を目標とする 10 箇年計画である「第四次和光市総合新興計画

基本構想（2011～2020）」では、都市像「みんなでつくる 快適環境都市 わこう」のもと、

「都市基盤」、「教育・文化・交流」、「保健・福祉・医療」、「生活・環境・産業」の４つの基

本目標ごとに基本施策及び具体の施策が示されている。 

このうち、交通・土地利用に関連する施策としては、「都市基盤」及び「生活・環境・産

業」に関連する以下の施策があげられる。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3-1 施策の体系図 

出典：第四次和光市総合新興計画基本構想（2011～2020） 

 
  

・施策１ ：中心市街地にふさわしい駅北口周辺の整備 

・施策 52 ：鉄道・バスの利便性の向上 
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「施策１」では、駅北口周辺は、南口に比べ、駅前広場や都市計画道路が未整備であり、

駅へのアクセスを担う生活道路基盤が十分でないため、事業中である駅北口土地区画整理

事業を推進し、道路・公園・駅前広場等の公共施設整備と良好な商業地・住宅地の形成に取

り組むことが記載されている。 

また、「施策 52」では、和光市の公共交通である鉄道、バスの更なる安全性・利便性向上

に向け、民間交通事業者への働きかけ、リムジンバスや高速長距離バスのためのターミナル

機能の導入検討、循環バスの市民ニーズに応じた対応に向けて取り組むことが記載されて

いる。 

両施策の目的、課題認識とその解決の考え方、取り組みをまとめると下表のとおりとなる。 

 
表 3-3-1 施策の目的・課題と解決の考え方と取り組み 

施策名 施策の目的 課  題 
課題解決の考え

方 
解決の取り組み 

施策 1 

中心市街地にふさ

わしい駅北口周辺

の整備 

和光市駅北口周辺

の計画的な市街地

形成を推進し、安

全な歩行空間の確

保、防災性の向上

など、安全で暮ら

しやすいまちづく

りを進める。 

駅北口周辺の安全

で快適な都市空間

の確保 

体系的な道路網に

よる歩行者の安全

の確保 

道路・公園・駅前

広場の整備 

住環境と防災性の

向上 

良好な商業地・住

宅地の形成 

施策 52 

鉄道・バスの利便

性向上 

市民が公共交通を

安全で快適に利用

できるようにし、

その利便性を向上

する。 

市内公共交通機関

の快適な利用の実

現 

民間交通事業者へ

の安全性の確保や

利便性の向上の働

きかけ 

鉄道・バス利用者

の利便性の向上 

民間事業者の対応

が困難な地域の交

通利便性向上 

市内循環バスの改

善 

ターミナル機能の

強化 

バスターミナルの

設置についての検

討 

 
  


